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　会員の皆様ならびに関係各位におかれましては、平素より当研究所へのご高配を賜り誠にありがと

うございます。それでは、熊本経済について 1年間を振り返りたいと思います。

　日本経済は、 ３月に日本銀行がマイナス金利政策の解除を決め「金利のある世界」について議論が

高まりました。大手企業の業績はおおむね堅調に推移していますが、 ４月には物流2024年問題として

知られる労働時間規制強化がはじまり様々な業種に影響を及ぼすとともに、原材料費と人件費の上昇

に伴う価格転嫁交渉が常態化しました。賃上げに積極的な取組みが見られたものの物価上昇に追いつ

かず実質賃金はマイナス圏に留まったことから、個人消費は消費者の節約志向が強まりました。その

なかで、インバウンドを含む観光消費と若者の「推し活」消費が明るい話題となりました。

　県内経済は、 ２月にＪＡＳＭの第 １工場の開所式が行われ、第 ２工場も隣接地に決まるとともに、

４月にはソニーセミコンダクタマニュファクチャリングの合志工場が着工するなど、経済安全保障を

背景とした半導体産業集積に向け、産官学が一体となり驚くほどのスピード感のある変革の一年でし

た。木村新知事から「くまもと版分散型サイエンスパークの構想」が提案されたことも、これから

目指すべき産業集積の姿を思い描くことができる明るい話題となりました。一方で、県内人口は169

万人（2024年10月時点）と170万人を割り込み、堅調な社会増（約 ２千人）があるものの ４年連続の

１ 万人を超える減少となりました。民間の有識者グループである人口戦略会議からは「消滅可能性

自治体」が再発表され、若者の都市圏への集中の問題が改めて注目されました。また、熊本市役所の

移転建替が決まり新たな中心市街地の議論が再スタートした年でもありました。

　県内経済を総括すると、半導体企業集積を契機とした大きな社会変革が着実に盛り上がりを見せて

いる一方で、人手不足が着実に浸透した一年であったと感じています。

　当研究所では、大きな変革を迎える熊本経済の状況を踏まえ、2024～2026年の「中期経営計画」を

作成し、下記の ４項目を重点方針としました。

　◆　社会課題解決のための調査研究の高度化

　◆　地域共創型社会公共イノベーションの展開

　◆　変革に向けた組織開発支援

　◆　人的資本投資とＤＸによる生産性向上

　経営理念である「地域経済社会の知恵袋であり続け、未来への扉を共創する」を実践し、組織の変

革に挑戦するとともに、皆様のお役に立てる情報を発信してまいりたいと思います。新年が皆様にと

りまして幸多き一年となりますことを祈念申し上げます。
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